
○明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

平成５年７月15日規則第40号 

明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（昭和52年規則第３号）の全部を次のように改

正する。 

目次 
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第４章 削除（第６条―第９条） 

第５章 産業廃棄物の処分（第10条―第12条） 

第６章 一般廃棄物処理業等（第13条―第17条） 

第７章 雑則（第18条―第20条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和46年条例第57号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和

46年政令第300号）において使用する用語の例による。 

第２章 ごみ減量推進員 

（ごみ減量推進員） 

第２条の２ 市長は、一般廃棄物の減量、再生利用の促進及び適正な処理その他環境美化衛生につい

て、地域との連携を保ちつつ推進するとともに、市民のごみ問題に対する意識の高揚を図るため、

そのことについて理解と熱意のある者のうちから、ごみ減量推進員を委嘱することができる。 

２ ごみ減量推進員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（活動） 

第２条の３ ごみ減量推進員は、市民と行政をつなぐ地域の指導者として、次の活動を行う。 

(１) 一般廃棄物の減量、再生利用の指導及び推進 

(２) 資源物（廃棄物を再び使用すること又は資源として利用することを目的として市長が行う廃

棄物等の収集において、分別して収集する物をいう。以下同じ。）の再生利用の推進 

(３) 不法投棄の防止、発見及び市への通報 

(４) 地域の清潔の保持 

(５) その他一般廃棄物の減量及び資源物の再生利用のための市の施策への協力 

（解任） 

第２条の４ 市長は、ごみ減量推進員が次の各号のいずれかに該当するときは、任を解くことができ

る。 

(１) 居住地区から転出したとき。 

(２) ごみ減量推進員が辞退を申し出たとき。 

(３) 心身の故障のため、任務の遂行に支障があると認めるとき。 

(４) 生活環境の保全及び公衆衛生の向上に反する行為をしたとき又はごみ減量推進員としてふさ

わしくない行為をしたと認められるとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が任を解く必要があると認めるとき。 

第３章 一般廃棄物の適正処理 

（一般廃棄物の処理の申し込み） 

第３条 一般廃棄物の収集、運搬及び処分をしようとする者は、次に掲げる区分及び方法により、あ

らかじめ市長にその旨を申し込まなければならない。 

(１) 口頭等により行うもの 

ア 粗大ごみ 



イ 犬猫等の小動物の死体 

ウ 臨時にくみ取りを必要とするし尿 

(２) 自治会等を通じて行うもの 屋外一斉清掃に伴う土砂等 

（事業用建築物） 

第４条 条例第６条の２第１項に規定する規則で定める事業用建築物は、次の各号のいずれかに該当

する建築物とする。 

(１) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）第２条第１項に規定

する特定建築物 

(２) 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗 

（事業用建築物所有者等及び多量排出事業者の計画書） 

第４条の２ 条例第６条の２第１項に規定する事業用建築物の所有者等及び廃棄物多量排出事業者は、

毎年５月31日までに、その年の４月１日から翌年の３月31日までの間における事業用建築物等から

生ずる事業系一般廃棄物の減量及び適正処理に関し、次に掲げる事項を記載した計画書を市長に提

出しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 事業用建築物等の名称及び所在地 

(３) 事業系一般廃棄物の発生量の見込み及び処理の方法 

(４) 事業系一般廃棄物の減量の方策及び目標 

(５) 事業系一般廃棄物及び再生利用が可能なものの保管場所 

(６) 前各号に掲げるものほか、事業系一般廃棄物の減量及び適正処理に関し、市長が必要と認め

る事項 

２ 前項の計画書を変更したときは、変更の日から10日以内に、変更に係る計画書を市長に提出しな

ければならない。 

（事業系一般廃棄物管理責任者） 

第４条の３ 条例第６条の２第３項に規定する事業系一般廃棄物管理責任者は、事業用建築物等から

生ずる事業系一般廃棄物の管理について責任を有するものでなければならない。 

２ 条例第６条の２第３項に規定する事業系一般廃棄物管理責任者の届出は、その選任の日から10日

以内に、次に掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 事業用建築物等の名称及び所在地 

(３) 事業系一般廃棄物管理責任者の氏名、役職名及び選任年月日 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（排出禁止物） 

第５条 条例第７条第１項第９号に規定する規則で定めるものは、次に掲げるものをいう。 

(１) 引っ越し、庭木の剪定等により臨時的又は一時的に多量に排出するものとして収集を困難に

するもの 

(２) 処理施設で処理できないもの 

(３) その他市長が不適当と認めるもの 

（収集又は運搬が禁止される一般廃棄物等） 

第５条の２ 条例第７条の２第１項に規定する規則で定める家庭系一般廃棄物は、次に掲げるものと

する。 

(１) 電気掃除機、電子レンジ、ステレオその他の家庭用電気製品（一般消費者が通常生活の用に

供する電気機械器具をいう。） 

(２) たんす、食器棚、机その他の家具類 

(３) ふとん、マットレス、じゅうたんその他の寝具及び敷物類 

２ 条例第７条の２第１項に規定する規則で定める資源物は、次に掲げるものとする。 

(１) 缶、瓶及びポリエチレンテレフタレート製の容器 

(２) 自転車、鍋、ストーブその他の金属を使用した製品（前各号に掲げるものに該当するものを

除く。） 

(３) 紙類 

(４) 布類 



（公表） 

第５条の３ 条例第７条の４第１項の規定による公表は、次に掲げる事項を公表することによって行

うものとする。ただし、市長が特別な事情があると認める場合は、この限りでない。 

(１) 勧告に従わなかった者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに

主たる事務所の所在地） 

(２) 勧告の内容 

(３) 違反の日時及び場所 

(４) 違反した者が使用した車両の自動車登録番号又は車両番号 

（禁止命令） 

第５条の４ 条例第７条の５第１項の規定による命令は、収集又は運搬禁止命令書（様式第１号）に

より行うものとする。 

（廃棄物搬入の承認申請） 

第５条の５ 条例第８条の２第１項（条例第11条第２項において準用する場合を含む。）に規定する

承認の申請書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 搬入者の氏名及び車両番号 

(３) 搬入する廃棄物の種類及び発生場所 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の承認をする場合においては、必要な条件を付すことができる。 

第４章 削除 

第６条 削除 

第７条 削除 

第８条 削除 

第９条 削除 

第５章 産業廃棄物の処分 

（市が処分する産業廃棄物） 

第10条 条例第11条第１項に規定する市が処分する産業廃棄物は、次に掲げるもの（特別管理産業廃

棄物、水銀使用製品産業廃棄物その他市長が定めるものであるものを除く。）とする。 

(１) 紙くず 

(２) 繊維くず 

(３) 植物性残さ 

(４) 動物性残さ（魚腸骨に限る。） 

(５) ガラスくず及び陶磁器くず 

(６) 汚泥（上下水道汚泥に限る。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる基準を満たさないものは、市が処分する産業廃棄物

としない。 

(１) 前項第１号から第５号までのものについては、処分申請者当たりの合計量が１月20トン以下

のもの 

(２) 質にあっては、含水率が80パーセント以下のものかつ腐敗、悪臭等のおそれのないもので、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）第12条に規定

する産業廃棄物処理基準を満たすもの 

(３) 排出者にあっては、従業員数が100人以下の事業所で、市内にその主たる事務所を有するもの

又は市長が認めた公共団体等 

(４) 前項第６号にあっては、明石クリーンセンターの焼却可能な範囲内のもので、市長が定める

量以下のもの 

（産業廃棄物の処分の申込み） 

第11条 条例第11条第２項において準用する条例第８条の２第１項の規定に基づき承認を受けようと

する産業廃棄物が製品の製造工程において生じたものであるときは、承認の申請書に次に掲げる書

類を添付しなければならない。 

(１) 製造工程図 

(２) 使用原材料の成分一覧表又はその分析結果表 



(３) 有害物質等が製造工程において混入しないことを明らかにする書類 

(４) 有害物質の含有量試験結果表 

(５) 有害物質の溶出試験結果表 

(６) その他市長が必要と認める書類 

２ 前条第２項第３号に規定する排出者が条例第11条第２項において準用する条例第８条の２第１項

の承認を受けて処分しようとする産業廃棄物を自ら搬入できないため、法第12条第５項の規定に基

づき産業廃棄物収集運搬業者（市内に事務所を有する者に限る。）に委託して搬入しようとすると

きは、承認の申請書に次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 処分しようとする産業廃棄物の処理に関する委託契約書の写し 

(２) 産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し 

(３) その他市長が必要と認める書類 

第12条 削除 

第６章 一般廃棄物処理業等 

（一般廃棄物収集運搬業等の許可の申請） 

第13条 条例第13条に規定する一般廃棄物収集運搬業の許可、一般廃棄物処分業の許可、一般廃棄物

収集運搬業の許可の更新及び一般廃棄物処分業の許可の更新の申請は、次に掲げる事項を記載した

申請書を市長に提出して行わなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 事務所及び事業場の名称及び所在地 

(３) 事業の種類及び取扱廃棄物の種類 

(４) 一般廃棄物の積換場、処理場、洗車場（浄化槽汚泥の収集運搬業を除く。）、車庫等の構造、

所在地及び付近の見取図 

(５) 自動車その他作業用具の種類及び数量 

(６) 従業員の数並びに１日の作業能力及び作業計画 

(７) 処理の方法 

(８) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 申請者が法人である場合には、その法人の定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びに役員、

法第７条第５項第４号ヌに規定する政令で定める使用人及び発行済株式総数の100分の５以上の

株式を有する株主若しくは出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者があると

きにあっては株主若しくは出資者の住民票の写し 

(２) 申請者が個人である場合には、申請者（申請者が一般廃棄物処理業の営業に関し成年者と同

一の能力を有しない未成年者である場合には、その法定代理人を含む。）及び法第７条第５項第

４号ルに規定する政令で定める使用人の住民票の写し 

(３) 申請者が法第７条第５項第４号イからルまで（チを除く。）のいずれにも該当しない旨を記

載した書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項各号に規定する事項及び前項の添付書類の記載事項に変更のあったときは、変更の日から

10日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（一般廃棄物処理業の事業の範囲の変更の許可の申請） 

第13条の２ 条例第13条の規定により一般廃棄物収集運搬業又は一般廃棄物処分業（以下「一般廃棄

物処理業」という。）の事業の範囲の変更の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載し

た申請書を市長に提出しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 許可の年月日及び許可番号 

(３) 変更の内容及び理由 

(４) 変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所及び処理能力 

(５) 変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（一般廃棄物処理業に係る変更の届出） 

第13条の３ 一般廃棄物収集運搬業又は一般廃棄物処分業の許可を受けた者（以下「一般廃棄物処理



業者」という。）は、第13条第１項各号（第３号を除く。）に規定する事項及び同条第２項の添付

書類の記載事項に変更があったときは、変更の日から10日以内に、市長に変更届を提出しなければ

ならない。 

２ 前項の変更届には、変更の内容を明らかにする書類及び図面を添付しなければならない。 

（一般廃棄物処理業の許可証の交付） 

第13条の４ 市長は、一般廃棄物処理業の許可、一般廃棄物処理業の許可の更新又は一般廃棄物処理

業の事業の範囲の変更の許可をしたときは、許可証（様式第２号）を交付するものとする。 

２ 市長は、前条第１項の規定による変更の届出が許可証の記載事項に係るものであるときは、新た

な許可証を交付するものとする。 

（一般廃棄物処理業の許可証の再交付等） 

第13条の５ 一般廃棄物処理業者が許可証を紛失し、破損し、又は汚損したときは、速やかに市長に

再交付の申請書を提出し、許可証の再交付を受けなければならない。この場合において、破損又は

汚損により許可証の再交付を受けようとする者は、その破損し、又は汚損した許可証を申請書に添

付しなければならない。 

２ 紛失により許可証の再交付を受けた者が、その紛失した許可証を発見したときは、速やかにこれ

を市長に返還しなければならない。 

（一般廃棄物処理業に係る廃止の届出等） 

第13条の６ 一般廃棄物処理業者は、その事業の全部又は一部を廃止したときは、廃止の日から10日

以内に、その旨を文書により市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、一般廃棄物処理業者による事業の一部の廃止の届出が許可証の記載事項に係るものであ

るときは、新たな許可証を交付するものとする。 

（一般廃棄物処理業の許可証の返還） 

第13条の７ 一般廃棄物処理業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに許可証を市長に

返還しなければならない。 

(１) 許可の有効期間が満了したとき。 

(２) 事業の全部を廃止したとき。 

(３) 事業の範囲の変更の許可を受けたとき。 

(４) 許可を取り消されたとき。 

(５) 第13条の４第２項の規定により新たな許可証の交付を受けたとき。 

２ 一般廃棄物処理業者は、その事業の全部の停止を命じられたときは、許可証を一時市長に返還し

なければならない。 

（浄化槽清掃業の許可の申請） 

第14条 条例第13条に規定する浄化槽清掃業の許可を受けようとする者は、市長に次の事項を記載し

た申請書を提出しなければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 営業所の所在地 

(３) 事業の用に供する施設の概要 

ア 事務所、車庫等の構造、所在地及び付近の見取図 

イ 自動車及び作業器具の種類及び数量 

ウ 従業員の数並びに１日の作業能力及び作業計画 

エ 処理の方法 

オ その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 申請者が法人である場合には、その法人の定款又は寄附行為及び登記事項証明書並びにその

業務を行う役員の住民票の写し 

(２) 申請者が個人である場合には、申請者（申請者が浄化槽清掃業の営業に関し成年者と同一の

能力を有しない未成年者である場合には、その法定代理人を含む。次号において同じ。）の住民

票の写し 

(３) 申請者が浄化槽法第36条第２号イからヌまで（ホを除く。）のいずれにも該当しない旨を記

載した書類 

(４) 申請者が浄化槽に関する専門的知識、技能及び２年以上実務に従事した旨を記載した書類 



(５) その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項に規定する事項又は前項の添付書類の記載事項に変更のあったときは、変更の日から30日

以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（浄化槽清掃業の許可の期限） 

第15条 浄化槽法第35条第２項の規定に基づく浄化槽清掃業の許可の期限は、２年とする。 

（浄化槽清掃業の許可証の交付等） 

第16条 第13条の４、第13条の５又は第13条の７の規定は、それぞれ浄化槽清掃業の許可証の交付、

再交付又は返還について準用する。 

（浄化槽清掃業の廃止の届出） 

第17条 浄化槽清掃業の許可を受けた者（以下「浄化槽清掃業者」という。）は、その事業の全部又

は一部を廃止したときは、廃止した日から30日以内に、その旨を文書により市長に届け出なければ

ならない。 

２ 市長は、浄化槽清掃業者による事業の一部の廃止の届出が許可証の記載事項に係るものであると

きは、新たな許可証を交付するものとする。 

第７章 雑則 

（報告の徴収） 

第18条 一般廃棄物処理業者（浄化槽清掃業者及び浄化槽汚泥の収集運搬業の許可を受けた者（以下

「浄化槽汚泥収集運搬業者」という。）を除く。）は、毎月末までに、その前月中における一般廃

棄物の収集運搬又は処分に関し、一般廃棄物の種類ごとに次に掲げる事項を記載した報告書を市長

に提出しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 許可番号 

(３) 収集又は運搬の場合 

ア 受入先及び受入先ごとの受入量 

イ 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

(４) 処分の場合 

ア 受け入れた場合には、受入先及び受入先ごとの受入量 

イ 処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

ウ 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項に規定する報告は、電子計算機を使用して、確実に記録した磁気ディスクを市長に提出する

ことにより行うことができる。 

３ 浄化槽管理者（浄化槽法第７条に規定する浄化槽管理者をいう。）又は浄化槽清掃業者は、浄化

槽を新しく管理することになったとき、浄化槽の管理内容を変更したとき、浄化槽を廃止したとき

その他市長が必要と認めたときは、別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した報告書を市

長に提出しなければならない。 

(１) 報告者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

(２) 浄化槽管理者の氏名及び住所 

(３) 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者の名称 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 前項に定めるもののほか、浄化槽清掃業者及び一般廃棄物収集運搬業者（浄化槽汚泥収集運搬業

者に限る。）は、毎月10日までに、その前月中における浄化槽の清掃及び浄化槽汚泥の収集運搬に

関し、次に掲げる事項を記載した報告書を市長に提出しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに所在地） 

(２) 浄化槽の設置者又は管理者の氏名又は名称、設置場所、汚泥量及び清掃実施日 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（立入検査員証） 

第19条 条例第15条第２項に規定する証明書の様式は、様式第３号のとおりとする。 

（環境事業指導員） 

第19条の２ 次に掲げる職務を行わせるため、本市に環境事業指導員を置く。 

(１) 廃棄物の減量、廃棄物又は資源物の再生利用及び適正処理に関する意識の普及 



(２) 収集及び運搬並びに作業に係る計画の指導 

(３) 一般廃棄物処理計画に基づき本市から一般廃棄物の収集又は運搬の委託を受けた者及び一般

廃棄物収集運搬業者の行う収集運搬作業の指導 

(４) 廃棄物を排出する際の容器等の適正な取扱い及び廃棄物集積場所の清潔保持の指導 

(５) 市民からの苦情の処理、廃棄物の不法投棄の防止その他生活環境の清潔保持に必要な事項 

２ 環境事業指導員は、環境室の職員のうちから市長が任命する。 

３ 環境事業指導員は、その職務を行うに当たり常時身分証明書（様式第４号）を携帯し、かつ、関

係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

（補則） 

第20条 この規則の施行について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年６月26日規則第21号） 

この規則は、平成７年７月１日から施行する。 

附 則（平成７年12月24日規則第32号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成８年１月10日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、現に存する従前の様式によるし尿処理券は、なお当分の間、使用することが

できる。 

附 則（平成９年６月５日規則第25号） 

この規則は、平成９年７月１日から施行する。 

附 則（平成10年３月30日規則第７号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年12月24日規則第57号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。ただし、第13条第１項及び第２項の改正規定並び

に第17条を削る改正規定は、平成12年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則（前項ただし書に規定する改正規定に限る。）の施行前に行われた一般廃棄物処理業等

の許可申請等に係る手数料の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成14年５月31日規則第37号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成14年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前にこの規則による改正前の明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行

規則（以下「改正後の規則」という。）の規定によってした処分、手続その他の行為は、この規則

による改正後の明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）

の相当規定によってしたものとみなす。 

３ この規則施行の際、現に改正前の規則の規定により交付されている許可証については、改正後の

規則に規定する許可証とみなす。 

附 則（平成16年３月25日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条、第６条、第７条、別表及び様式第１号の改

正規定は平成16年11月１日から施行する。 

附 則（平成16年４月１日規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成16年10月25日規則第46号） 

この規則は、平成16年11月１日から施行する。 

附 則（平成18年１月５日規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年２月１日から施行する。ただし、別表の改正規定は、公布の日から施行す



る。 

（経過処置） 

２ この規則の施行の日以後最初に開かれる明石市資源循環推進審議会は、この規則による改正後の

明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則第２条の３第１項の規定にかかわらず、市長が

招集する。 

附 則（平成21年３月23日規則第21号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日規則第52号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年７月１日から施行する。ただし、第２条の６、第13条及び第14条の改正は、

平成24年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則第７条及び第９条の

規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の一般廃棄物の処理に係る手数料に

ついて適用し、施行日前の一般廃棄物の処理に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の明石市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則に定めるし尿処理券

（様式第１号の２）は、施行日以後のし尿の処理に係る手数料の納付に使用することができるもの

とする。 

附 則（平成25年３月29日規則第17号） 

この規則は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第15号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第19号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年９月19日規則第29号） 

この規則は、平成29年10月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月26日規則第30号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成30年３月31日までに収集、運搬及び処分の申込みを行った粗大ごみの処理に係る一般廃棄物

処理手数料は、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月２日規則第12号） 

この規則は、令和元年12月14日から施行する。 



様式第１号（第５条の４関係） 

 



様式第２号（第13条の４、第16条関係） 

 



様式第３号（第19条関係） 

 



様式第４号（第19条の２関係） 

 


